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1 、事実の概要
　被告人は、以下の行為について起訴された。
　①　A が、平成23年 9 月18日午前 3 時25分頃、普通自動二輪車（以下「A 車」
という。）を運転し、信号機により交通整理の行われている交差点を直進するに
当たり、同交差点の対面信号機が赤色の灯火信号を表示していたのであるから、
同信号表示に従い、同交差点手前の停止位置で停止すべき自動車運転上の注意義
務があるのにこれを怠り、同信号機が赤色の灯火信号を表示しているのを認めた
にもかかわらず、同交差点手前の停止位置で停止せず同交差点内に進入した過失
により、折から右方道路から信号に従い普通自動二輪車を運転して進行してきた
B をして同自動二輪車（以下「B 車」という。）もろとも路上に転倒・滑走させる
ことを余儀なくさせて B 車を A 車に衝突させ、よって、B に外傷性脳損傷等の
傷害を負わせる交通事故（以下「本件事故」という。）を起こし、直ちに車両の運
転を停止して、同人を救護する等必要な措置を講じず、かつ、その事故発生の日
時場所等法律の定める事項を直ちに最寄りの警察署の警察官に報告しなかった道
路交通法違反（救護措置義務・事故報告義務違反）の罪及び自動車運転過失致死の
罪を犯した際、A のためにこれらの罪の証拠を隠滅しようと決意し、C 及び E
と共謀の上、同日、A 車を C 方に隠匿した上、その頃から同年末頃までの間、
同所において、A 車を解体し、その間、更に I とも共謀の上、解体した同車両の
部品の一部を運搬して処分するなどし、もって他人の刑事事件に関する証拠を隠
滅した。
　②　A が、道路交通法違反（救護措置義務・事故報告義務違反）の罪及び自動車
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運転過失致死の罪により、平成24年 7 月 8 日、通常逮捕され、引き続き勾留され
た際、その参考人として取調べを受けるに当たり、A の身柄の拘束及び家庭裁
判所の審判等を免れさせるため、同日、警察署において、司法警察員甲、乙らに
対し、「A がゼファーという単車に実際に乗っているのを見たことはない。A は
ゼファーという単車を盗まれたと言っていた。単車の事故があったことは知らな
いし、誰が起こした事故なのか知らない。」旨うそを言い、さらに、同月20日、
同所において、司法警察員甲、丙に対し、「A の単車自体見たことはない。単車
の事故があったことは知らないし、誰が起こした事故なのかも知らない。」旨う
そを言い、本件事故の当時、A 運転車両が盗難被害を受けていたことなどから
前記各罪の犯人は A ではなく別人であるとする虚偽の説明を殊更申し向け、も
って罰金以上の刑に当たる罪を犯した者を隠避させた
（１）
。
　第 1 審（さいたま地判平成26年 7 月16日刑集71巻 3 号233頁参照）は、①につき証
拠隠滅罪の成立を認めたうえで、②につき「被告人の前記虚偽供述は、被告人が
事前に示し合せていた A の弁解内容と相まって、本件事故当時 A がゼファーを
保有していたかどうかに疑義を生じさせ、犯人の特定作用に支障を与えるような
性質の行為であり、実際に、その支障が生じたことは、A に対する嫌疑が濃厚
でありながら、処分保留のまま A の身柄の釈放を余儀なくされたという事後の
経過に照らしても明らかである。被告人の前記行為は、『身柄の拘束を免れさせ
るような性質の行為』（最一小決平成元年 5 月 1 日・刑集43巻 5 号405頁）として、
犯人隠避罪に当たるものと認められる」として犯人隠避罪の成立を認めた。控訴
審（東京高判平成27年 7 月 8 日刑集71巻 3 号258頁参照）も「犯人隠避罪における
『隠避』とは、犯人の身柄の拘束を免れさせるような行為、あるいは、犯人の特
定作用に支障をもたらすような性質の行為をなすことをいうものと解されるとこ
ろ、原判決が認定した、被告人の警察官に対する虚偽供述は、まさに、上記二つ
の性質を有するものであるから、それが隠避にあたるとした原判決は正当であ
る」とし、 1 審の判断を是認した。
　これに対して被告人が、前述の最決平成元年決定に反するとの判例違反、「隠
避」該当性についての法令解釈の誤りなどを主張して上告した。
2 、決定要旨
　「前記の事実関係によれば、被告人は、前記道路交通法違反及び自動車運転過
失致死の各罪の犯人が A であると知りながら、同人との間で、A 車が盗まれた
ことにするという、A を前記各罪の犯人として身柄の拘束を継続することに疑
（ 1 ）　このほかに、証人威迫罪についても起訴されたが、控訴審において無罪が確定している
ため、本評釈では扱わない。
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念を生じさせる内容の口裏合わせをした上、参考人として警察官に対して前記口
裏合わせに基づいた虚偽の供述をしたものである。このような被告人の行為は、
刑法103条にいう『罪を犯した者』をして現にされている身柄の拘束を免れさせ
るような性質の行為と認められるのであって、同条にいう『隠避させた』に当た
ると解するのが相当である（最高裁昭和63年（あ）第247号平成元年 5 月 1 日第一小
法廷決定・刑集43巻 5 号405頁参照）。したがって、被告人について、犯人隠避罪の
成立を認めた原判断は、是認できる。」
　小貫芳信裁判官の補足意見
　「隠避行為とは、法廷意見が説示するとおり、『犯人の身柄拘束を免れさせる性
質の行為』をいうものと解するのが相当である。そして、虚偽供述がそのような
行為に該当するというためには、客観的に刑事司法作用を誤らせる危険性を有す
るものであること、すなわち、当該虚偽供述が犯人の身柄拘束の継続に疑義を生
じさせる性質のものであることを要するというべきである。
　「『犯人の身柄拘束を免れさせる性質の行為』といえるためには、単に身柄拘束
の可否を判断することに何らかの関連を有する供述というだけでは広範なものが
含まれ、処罰の範囲を画することができないので、その可否判断に直接ないし密
接に関連した供述内容でなければならない。このような点から本件供述内容をみ
ると、本件では、事故時に犯人が A 車を使用することが可能であったことが必
須の捜査事項であったところ、本件被告人の虚偽供述の内容は、『A がゼファー
という単車に実際に乗っているのを見たことはない。A はゼファーという単車
を盗まれたと言っていた。』というものであり、A は A 車を使用することは不可
能であり、結局 A が本件事故車の運転者ではあり得ないことを供述内容とする
ものであるから、A の身柄拘束を免れさせることに直接関わる虚偽供述内容と
いえよう」
　「本件は、虚偽供述にとどまるものではなく、A と口裏合わせをした上で、前
記虚偽供述をした事案である。参考人の供述は、関係者の供述や客観的証拠と整
合性があるかどうかを確認して信用性判断がされるものであるが、口裏合わせは
その有力な確認方法の一つをあらかじめ奪って、信用性チェックを困難にし、場
合によっては虚偽供述の真実らしさを増幅させ、捜査の方向を誤らせる可能性も
あり、客観的に刑事司法作用を誤らせる危険性を有するものということができ
る。その程度は、実務上犯人隠避罪に当たるとすることに異論をみない身代わり
自白と差がないものと評価できよう。このような意味で、口裏合わせの事実は、
虚偽供述が隠避に該当するというための重要な考慮要素というべきである。」
　「以上によれば、口裏合わせを伴う本件虚偽供述は、『犯人の身柄の拘束を免れ
366　　早法 95 巻 1 号（2019）
させる性質の行為』とみることができ、刑法103条の隠避に該当する。本件は、
犯人が身柄拘束中に犯人と意思を通じて虚偽供述に及んでいる点で、法廷意見が
引用する最高裁平成元年 5 月 1 日第一小法廷決定の事案と共通しており、また、
口裏合わせを伴う虚偽供述は同決定の身代わり自白と刑事司法作用を害する程度
において差はないと思われるので、本件は同決定と類型を同じくする事案という
ことができよう。」
3 、評釈
（ 1）犯人隠避罪における「隠避させた」行為
　刑法103条
（２）
に規定されている犯人隠避罪における「隠避」とは、判例
（３）
・通説
（４）
に
よれば、「蔵匿以外の方法に依り官憲の発見逮捕を免れしむべき一切の行為」と
されており、いかなる行為が該当するかが争われてきたところ、本決定
（５）
は、参考
人として行った捜査機関に対する虚偽供述が、事前の口裏合わせに基づいたもの
である等の本件具体的事情に鑑みて、「隠避」に該当するとし、犯人隠避罪の成
立を認めた。
　本決定に関しては、逮捕、勾留中の被疑者のために行った供述について犯人隠
避罪が成立するとした点も注目される。身柄拘束されている被疑者に関して隠避
罪が成立するかについては、すでに最決平成元年 5 月 1 日刑集43巻 5 号405頁
（以下平成元年決定とする）において、逮捕勾留中の被疑者の身代わりを出頭させ
る行為が犯人隠避教唆罪に該当すると判示されており、学説上も支持する見解が
多い
（６）
。
（ 2 ）　103条は平成28年に改正されているが、法定刑の引き上げのみで構成要件については変
更はなされていない。
（ 3 ）　大判昭和 5 年 9 月18日刑集 9 巻668頁。
（ 4 ）　大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法第 6 巻（第 3 版）』（青林書院、2015年）345頁
（仲家暢彦）、西田典之（橋爪隆補訂）「『刑法各論（第 7 版）』（弘文堂、2018年）483頁など。
（ 5 ）　本決定に関する評釈として、徳永元「判批」九大法学116号（2018年） 1 頁以下、豊田
兼彦「判批」法学セミナー62巻 6 号（2017年）97頁、成瀬幸典「判批」法学教室442号
（2017年）130頁、羽柴愛砂「判批」警察学論集70巻11号（2018年）175頁以下、藪中悠「判
批」刑事法ジャーナル55号（2018年）92頁以下、瀬川行太「判批」北海学園大学法学研究53
巻 3 号（2017年）83頁以下、吉田有希「判批」法学新報125巻 1 ＝ 2 号（2018年）203頁以
下、和田俊憲「判批」論究ジュリスト27号（2018年）204頁以下がある。
（ 6 ）　反対するものとして、浅田和茂「犯人蔵匿・隠避罪の保護法益と危険概念」現代刑事
法54号（2003年） 9 頁、林幹人『刑法各論（第 2 版）』（東大出版会、2007年）461頁以下、
井田良「判批」重要判例解説平成元年度163頁（もっとも、後に山口厚ほか『理論刑法学の
最前線Ⅱ（有斐閣、2006年）200頁以下において、平成元年決定を支持している）、徳永・前
掲注 5 ）30頁。
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（ 2）犯人隠避罪の保護法益
　刑法103条の「隠避」に、具体的にいかなるものが含まれるかについては、保
護法益の理解に関連して議論が展開されてきた。
　103条は、司法に関する国権の作用を侵害する罪
（７）
であると解されているが、具
体的にどのような作用であるかについては、官憲による身柄の確保に向けられた
刑事司法作用（身柄拘束作用）と解する立場
（８）
と、犯人の特定作用をも含んでいる
と解する立場
（９）
が主張されている。平成元年決定の 1 審判決である福岡地小倉支判
昭和61年 8 月 5 日刑集43巻 5 号410頁は、身柄の確保を保護法益とする立場から、
すでに拘束されている者は隠避罪の客体とならず、また、官憲が本犯の右逮捕勾
留を続けたときには、「隠避せしめた」ものとはいえないとして、犯人隠避罪の
成立を否定した。これに対して、控訴審である福岡高判昭和63年 1 月28日刑集43
巻 5 号417頁は、犯人隠避罪を、広く司法に関する国権の作用を妨害する行為を
処罰する趣旨目的と解したうえで、身柄の確保に向けられた刑事司法作用に限定
すべき合理的根拠はないとし、「一般に身代わり自首はそれ自体犯人の発見、逮
捕を困難にし捜査権の作用を妨害するおそれがある行為として犯人隠避罪を構成
するものと解すべき」として同罪の成立を肯定した。最高裁も、「刑法103条は、
捜査、審判及び刑の執行等広義における刑事司法の作用を妨害する者を処罰しよ
うとする趣旨の規定であって…、同条にいう『罪ヲ犯シタル者』には、犯人とし
て逮捕勾留されている者も含まれ、かかる者をして現になされている身柄の拘束
を免れさせるような性質の行為も同条にいう『隠避』に当たると解すべきであ
る。」として、控訴審と同様犯人隠避罪の成立を肯定した。
　犯人隠避罪成立に関して、控訴審が、犯人特定作用を問題としつつ、具体的危
険を要求しているのに対して、最高裁は、身柄の拘束作用を問題としつつ、抽象
的危険で足りるとした点に違いがある。最高裁の判示に対しては、身柄拘束に影
響を与えうる行為がすべて隠避に該当すると解すると処罰範囲が広くなりすぎる
という批判
（10）
や、身柄拘束状態に変化がない状態で本罪を認めるのは未遂段階で成
（ 7 ）　大判大正 4 年12月16日刑録21輯2103頁、最判昭和24年 8 月 9 日刑集 3 巻 9 号1440頁。
（ 8 ）　山口厚『刑法各論（第 2 版）』（有斐閣、2010年）581頁、山口厚編『クローズアップ刑
法各論』（有斐閣、2007年）93頁（深町晋也）、今井猛嘉ほか『刑法各論（第 2 版）』（有斐
閣、2016年）431頁（今井猛嘉）、山本高子「犯人隠避罪について」亜細亜法学52巻 2 号
（2018年）227頁以下など。
（ 9 ）　尾崎道明「判批」法律のひろば42巻 9 号（1989年）58頁、高橋則夫『刑法各論（第 2
版）』（成文堂、2014年）640頁以下、西田典之ほか編『注釈刑法第 2 巻』（有斐閣、2016年）
115頁以下（島田聡一郎）など。
（10）　井田・前掲注 6 ）163頁、日髙義博「判批」法学教室108号（1989年）88頁。
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立を認めるものであり、「隠避させた」とは言えないとの批判
（11）
が向けられている。
　保護法益を身柄拘束作用に限定する見解に対しては、身柄拘束が前提とされて
いない在宅事件や刑訴法上身柄拘束ができない場合などに本罪が成立しないとす
るのは妥当でないとの批判が見られる
（12）
。この批判を考慮し、この見解の中には、
犯人の所在の究明作用をも保護法益とする者
（13）
も見受けられる。
　しかしながら、刑事司法にとって、身柄拘束はそれ自体が重要なのではなく、
犯人を特定し、あるべき公的判断を行うための手段にすぎない
（14）
のであり、この点
に鑑みると保護法益を身柄拘束作用に限定する解釈は狭すぎる面が否定できな
い。
　本決定は、参考人の虚偽供述について、「身柄の拘束を免れさせるような性質
の行為と認められる」点を隠避罪成立の根拠としており、平成元年決定と同様の
判断枠組みを示している。この点に関しては、平成元年決定と同様、仮に身柄拘
束作用を保護法益と解したとしても本件の事実関係においては、犯人隠避罪が成
立すると判示したにとどまり、身柄拘束作用に限定されるべきとは判断していな
いと解される
（15）
。
（ 3）身柄拘束中の犯人と犯人隠避罪
　本決定においては、身柄拘束中の犯人に対して隠避罪が成立するかが問題とな
りうるが、平成元年決定の身代わり出頭・自白の事案のように、身柄拘束を解く
危険性がある程度高い行為は想定できるのであるから、平成元年決定の 1 審判決
のように、身柄拘束されている者自体が犯人隠避罪の対象とならないとはいえな
いと考えられる。
　もっとも、捜査段階の参考人の警察官に対する供述は、捜査の進展に応じて流
動的であり、様々な思惑から、様々な内容、態様のものがあることが想定され
る
（16）
。身柄拘束されている状態においては、当該人物の嫌疑はある程度濃厚になっ
ている段階であると考えられ、保護法益を身柄拘束作用もしくは犯人特定作用い
ずれと解したとしても、隠避罪成立のためには、嫌疑を打ち消すだけのより強い
（11）　松宮孝明「判批」南山法学12巻 2 ＝ 3 号（1988年）75頁、松原芳博『刑法各論』（日本
評論社、2016年）565頁など。
（12）　尾崎・前掲注 9 ）56頁、原田國男「判解」最判解平成元年度139頁。
（13）　十河太朗「犯人蔵匿罪と証憑湮滅罪の限界に関する一考察」同志社法学46巻 5 号（1995
年）105頁以下、さらに徳永・前掲注 5 ）24頁もこの立場を採っている。
（14）　島田・前掲注 9 ）115頁以下。
（15）　石田寿一「判解」法曹時報70巻12号（2018年）276頁。
（16）　羽柴・前掲注 5 ）181頁、石田・前掲注15）272頁。
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作用を必要とすると解される
（17）
。
　したがって、問題となるのは、本決定の補足意見が述べるように、参考人の虚
偽供述に隠避罪を成立させるか否かにつき、当該供述を平成元年決定の事案のよ
うな身代わり出頭・自白と同様の影響力を持つ行為として評価できるかである。
この点に関しては、証拠偽造罪の成否が争われた千葉地判平成 7 年 6 月 2 日判時
1535号144頁が、証拠偽造罪の成立は否定しながらも「参考人が捜査官に対して
虚偽の供述をすることは、それが犯人隠避罪に当たり得ることは別として」と判
示しており、犯人隠避罪の成立可能性を認めている。
　犯人隠避罪に関しても、捜査機関に対して身代わり出頭・自白以外の犯人の特
定事項について虚偽の供述をする（させる）行為につきその成立を認めた裁判例
は、高松高判昭和27年 9 月30日高刑集 5 巻12号2094頁、札幌高判昭和50年10月14
日高検速報99号15頁、和歌山地判昭和36年 8 月21日下刑集 3 巻 7 ＝ 8 号783頁等
いくつか見られる
（18）
。本決定は、捜査機関に対して身代わり出頭・自白以外の犯人
の特定事項について虚偽の供述をする（させる）行為について犯人隠避罪の成立
を認めた初めての最高裁決定であるが、前述の裁判例とともに、虚偽供述の内容
に沿った疑念を生じさせる状況を伴って虚偽供述がされた事案で「隠避させた」
該当性を肯定したものであると解されている
（19）
。
　しかしながら、犯人と親しい間柄の人物が犯人に有利な供述をすることはそれ
ほど珍しいことではなく、しばしばあり得ることだとすると、参考人の虚偽供述
（20）
それだけをもって身代わり出頭・自白と同じ程度に、刑事司法作用に害を与える
行為であると解することはできない
（21）
と考えられる。この点に関して、本決定の補
（17）　吉田・前掲注 5 ）215頁は、平成元年決定に関して、「『現になされている身柄の拘束を
免れさせるような性質の行為』に依拠したとしても、どれほど成立範囲が限定されるかは明
らかでない」とする。藪中・前掲注 5 ）98頁は、身柄拘束後の方が拘束前に比べて法益侵
害の高い危険性を要求すべきとするが、身柄拘束されている場合は捜査機関が嫌疑に関して
濃厚な疑いを有している点を挙げており、捜査状況によっては高い危険性が要求されるべき
とする点で正当であると思われる。豊田兼彦「判批」法学教室318号（2007年）39頁、樋口
亮介「判批」山口厚ほか編『刑法判例百選Ⅱ各論（第 6 版）』（有斐閣、2008年）265頁は、
捜査の進捗状況が考慮されうるとする。
（18）　裁判例については、島田・前掲注 9 ）112頁以下、徳永・前掲注 5 ）10頁以下、石田・
前掲注15）261頁以下参照。
（19）　石田・前掲注15）266頁。
（20）　日髙・前掲注10）88頁、井田・前掲注 6 ）162頁は、参考人の虚偽供述は予想されるべ
きものであるとする。さらに千葉地判平成 8 年 1 月29日判時1583号156頁は、虚偽供述によ
る司法作用への侵害は高くないと判示している。この点に関しては、曽根威彦・松原芳博編
『重点課題刑法各論』（成文堂、2008年）246頁（杉本一敏）参照。
（21）　身代わり出頭・自白が身柄拘束作用に影響を与えるのは、自身の身柄拘束という犠牲を
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足意見は、周到にも、「参考人の供述は、関係者の供述や客観的証拠と整合性が
あるかどうかを確認して信用性判断がされるものであるが、口裏合わせはその有
力な確認方法の一つをあらかじめ奪って、信用性チェックを困難にし、場合によ
っては虚偽供述の真実らしさを増幅させ、捜査の方向を誤らせる可能性もあり、
客観的に刑事司法作用を誤らせる危険性を有するものということができる。その
程度は、実務上犯人隠避罪に当たるとすることに異論をみない身代わり自白と差
がないものと評価できよう」としており、口裏合わせを行いそれに基づいて供述
をした本件具体的状況の下との留保を示している。
　補足意見の判断枠組みを前提にすれば、本決定は、事前の口裏合わせ、さらに
その前の証拠隠滅行為に基づいた供述という本件事案の具体的状況が前提になっ
ていると考えられる。本件においては、 1 審判決・控訴審判決の中で、拘束され
ている被疑者に対する嫌疑が濃厚でありながら、処分保留のまま A の身柄の釈
放を余儀なくされたと認定されているが、この身柄拘束状態の解消が供述のみに
よってもたらされたのかは判決文からは明らかでない。
　現場に残されていた破片等から交通事故を起こしたバイクが特定されながら、
そのバイクを盗まれたとする口裏合わせおよびその旨の供述が、捜査機関に対し
て影響を与えることができたのは、事前の証拠隠滅行為（バイクの解体）による
ものであると考えることができる。そうだとすれば、当該影響力は事前の証拠隠
滅行為に汲みつくされていると解され、口裏合わせを前提にしても、参考人とし
ての供述に、身代わり出頭・自白と同程度の刑事司法作用への侵害を認めること
ができるかは疑問の余地がある
（22）
ように思われる。
　この点を置くとしても、参考人の虚偽供述が犯人隠避罪の保護法益を害する危
険があるかについては、事案に応じて慎重に検討していくべきであり、事前の口
裏合わせに基づいた供述一般に犯人隠避罪の成立を肯定すると解すべきではな
い
（23）
。
払ってまでは他人を助けないという経験則であり（藪中・前掲注 5 ）96頁）、仲間を助ける
ためにしばしば虚偽供述することはあるという経験則からすれば、その影響力の程度は低い
と考えることができる。口裏合わせをされると、嫌疑を確認する手段が封じられるため、そ
れを防止するために隠避罪を成立させるというのは、捜査妨害の処罰につながるのではない
だろうか。
（22）　バイクが特定された後は、当該バイクに事故当時誰が乗っていたかが身柄拘束（および
犯人の特定）にとって重要な点となるが、バイクの処分という証拠隠滅行為によって、身柄
拘束作用に対してすでに生じた危険が、口裏合わせに基づく虚偽供述によって、身代わり出
頭・自白の場合と同程度に高められているかについて疑問が生じる。
（23）　口裏合わせの要素を重要視するものとして、和田・前掲注 5 ）208頁。
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（ 4）証拠偽造罪の成否
　参考人の虚偽供述に関しては、犯人隠避罪の他に証拠偽造罪の成立も問題とな
る。参考人の虚偽供述に証拠偽造罪が成立するかについては、以前から争われて
おり、裁判例や学説においては否定的に解するものが多く見られた。最決平成
28年 3 月31日刑集70巻 3 号58頁（以下平成28年決定とする）は、単なる虚偽供述
は、仮に調書となったとしても証拠偽造罪があたらないとした。もっとも、前述
の千葉地判平成 7 年の判示が述べるように参考人の虚偽供述に犯人隠避罪の成立
可能性は残されている。
　しかし、証拠偽造罪では処罰されないのに、本決定のように犯人隠避罪をでは
処罰されることに問題はないのだろうか。平成28年決定は結論として証拠偽造
罪の成立を肯定しているが、「本件行為は、単に参考人として捜査官に対して虚
偽の供述をし、それが供述調書に録取されたという事案とは異なり、作成名義人
である C 巡査部長を含む被告人ら 4 名が共同して虚偽の内容が記載された証拠
を新たに作り出したものといえ、刑法104条の証拠を偽造した罪に当たる」とし
ており、事案の例外性を強調している
（24）
。
　平成28年決定も含めて単なる参考人の虚偽供述に証拠偽造罪が成立しないと
する見解は、その理由を様々挙げている
（25）
。刑事司法作用との関係では、①証拠偽
造罪による処罰を免れるために、捜査段階での虚偽供述を維持するといったこと
による公判廷での真実解明への影響、②捜査官が虚偽であると考える供述が事前
に回避され、捜査官が真実だと判断した内容へ供述が導かれる恐れという捜査官
への迎合、③同罪による処罰への恐れから捜査協力に躊躇する、④参考人の供述
は様々な形で行われるが、非定型なものまで処罰されるとすると処罰範囲が不当
に広がってしまうなど、が参考人の虚偽供述を証拠偽造罪による処罰する際の弊
害として指摘されている
（26）
。
　証拠偽造罪の成立を否定した場合、このような根拠が、犯人隠避罪の成立に関
係しないかが問題となる。というのは、先に挙げられた根拠①から④が犯人隠避
罪の成否にも妥当し得るならば、証拠偽造罪だけでなく犯人隠避罪も成立しない
と理解すべきだからである。この点に関しては、②のように捜査官への迎合の観
点は犯人隠避罪では問題とならない場合が多いと考えられるが、その他の根拠は
犯人隠避罪においても同様に問題となりうる。単なる参考人の虚偽供述に証拠偽
（24）　野原俊郎「判解」法曹時報69巻10号（2018年）391頁。
（25）　安田拓人「司法に対する罪」法学教室305号（2006年）75頁以下。
（26）　野原・前掲注24）378頁以下、千葉地判平成 8 年 1 月29日判時1583号156頁、只木誠「参
考人の虚偽供述と証拠偽造罪」西田典之ほか編『刑法の争点』（有斐閣、2007年）256頁以下
など。
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造罪が成立しないとされる根拠が、仮に①から④にあるとするならば、証拠偽造
罪の成立が否定されてきた裁判例においては、犯人隠避罪の成立も否定されるべ
きものと解される
（27）
。本決定の事案において証拠偽造罪が成立するかが問題となり
うるが、根拠①、③、④の考慮が妥当すべき事例であり、証拠偽造罪は成立しな
いと解すべきである
（28）
。
（27）　三隅諒「判批」論究ジュリスト25号（2018年）197頁は、「犯人隠避罪による処罰を認め
てしまうと、証拠偽造罪を不可罰とした趣旨が没却されてしまう」とする。
（28）　本件の事案で証拠偽造罪が成立しないと解するのは、28年決定の評釈である三隅・前掲
注27）197頁、本決定の評釈である藪中・前掲注 5 ）98頁など。
